
（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅰ
1

410,340,920 302,250,391 108,090,529
378,232,970 348,203,531 30,029,439

678,485 681,730 △ 3,245
13,022,506 11,368,668 1,653,838

802,274,881 662,504,320 139,770,561

2
(1) 基本財産

821,454 1,065,734 △ 244,280
597,608,040 597,608,040 0

1,570,506 1,326,226 244,280
　基本財産合計 600,000,000 600,000,000 0
(2)

167,488,188 153,377,536 14,110,652
467,002,470 467,002,470 0
330,000,000 375,000,000 △ 45,000,000
350,000,000 0 350,000,000
100,000,000 100,000,000 0
471,010,000 703,542,000 △ 232,532,000

　特定資産合計 1,885,500,658 1,798,922,006 86,578,652
(3) その他固定資産

836,227 849,634 △ 13,407
6,931,966 8,482,287 △ 1,550,321
8,635,550 9,453,035 △ 817,485

429,562 429,562 0
118,071,676 243,374,415 △ 125,302,739
220,000,000 0 220,000,000

9,978,133 11,115,733 △ 1,137,600
909,901 971,576 △ 61,675

40,117,464 40,117,464 0
4,828,300 7,387,656 △ 2,559,356

△ 2,413,803 △ 3,661,815 1,248,012
　その他固定資産合計 408,324,976 318,519,547 89,805,429
　固定資産合計 2,893,825,634 2,717,441,553 176,384,081
　資産合計 3,696,100,515 3,379,945,873 316,154,642

Ⅱ
1

150,824,461 187,806,899 △ 36,982,438
53,214,924 34,373,320 18,841,604
3,285,872 6,047,768 △ 2,761,896

21,548,000 10,332,900 11,215,100
23,047,199 20,994,913 2,052,286

251,920,456 259,555,800 △ 7,635,344

2
167,488,188 153,377,536 14,110,652

　固定負債合計 167,488,188 153,377,536 14,110,652
　負債合計 419,408,644 412,933,336 6,475,308

Ⅲ
1

　指定正味財産合計 0 0 0

2 3,276,691,871 2,967,012,537 309,679,334
　（うち基本財産への充当額） ( 600,000,000 ) ( 600,000,000 ) ( 0 )
　（うち特定資産への充当額） ( 1,718,012,470 ) ( 1,645,544,470 ) ( 72,468,000 )
　正味財産合計 3,276,691,871 2,967,012,537 309,679,334

3,696,100,515 3,379,945,873 316,154,642

一 般 正 味 財 産

　負債及び正味財産合計

賞 与 引 当 金
　流動負債合計

固 定 負 債
退 職 給 付 引 当 金

正味財産の部
指 定 正 味 財 産

未 払 消 費 税 等

保 証 金
敷 金
長 期 未 収 金
貸 倒 引 当 金

負  債  の  部
流 動 負 債

未 払 金
前 受 金
預 り 金

什 器 備 品
土 地
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

減 価 償 却 引 当 資 産

基幹システム構築積立資産
事務所基盤整備事業積立基金
財 政 調 整 積 立 資 産

建 物

電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ機器更新積立資産

そ の 他 無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 資 産

現 金 預 金
未 収 金
未 収 利 息
前 払 金

　流動資産合計

固 定 資 産

定 期 預 金
投 資 有 価 証 券
基 本 財 産 有 価 証 券 利 息

特定資産

建 物 付 属 設 備

流 動 資 産

貸    借    対    照    表
令和２年３月３１日現在

科        目

資　産　の　部



（単位：円）

１ 経常増減の部

(1) 経常収益

① 基　本　財　産　運　用　益 3,130,290 3,107,213 23,077
② 特　定　資　産　運　用　益 278,620 306,829 △ 28,209
③ 事　　　業　　　収　　　益 2,006,557,217 1,967,876,740 38,680,477

891,144,874 829,517,233 61,627,641

1,023,766,711 1,041,800,639 △ 18,033,928

6,332,436 6,122,607 209,829

475,424 481,486 △ 6,062

84,054,981 88,972,962 △ 4,917,981

782,791 981,813 △ 199,022
④ 雑　　　　　収　　　　　益 285,003 429,995 △ 144,992

経常収益計 2,010,251,130 1,971,720,777 38,530,353

(2) 経常費用

① 事　　　　　業　　　　　費 1,052,768,616 1,070,329,532 △ 17,560,916

332,634,286 341,499,500 △ 8,865,214

587,095,744 588,679,628 △ 1,583,884

6,389,992 6,220,781 169,211

386,685 310,395 76,290

84,054,981 88,972,962 △ 4,917,981

2,259,938 2,480,354 △ 220,416

468,329 1,075,686 △ 607,357

5,262,756 8,327,908 △ 3,065,152

34,215,905 32,762,318 1,453,587

② 配賦事業費 又は 管理費 647,803,180 686,627,794 △ 38,824,614

401,421,457 392,806,204 8,615,253
・ 323,741,999 316,401,558 7,340,441
・ 56,204,430 53,998,513 2,205,917
・ 21,475,028 22,406,133 △ 931,105

246,381,723 293,821,590 △ 47,439,867
・ 63,780 77,145 △ 13,365
・ 778,490 1,400,672 △ 622,182
・ 753,808 971,684 △ 217,876
・ 2,251,716 2,302,910 △ 51,194
・ 206,000 479,179 △ 273,179
・ 0 268,747 △ 268,747
・ 366,699 178,869 187,830
・ 6,045,893 5,319,600 726,293

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

新 聞 図 書 費

消 耗 什 器 備 品 費

消 耗 品 費

資 料 作 成 費

人 件 費

報 酬 ・ 給 与 ・ 賞 与

福 利 厚 生 費

退 職 給 付 費 用

需 用 費

渉 外 費

自 主 調 査 事 業

国 際 協 力 事 業

広 報 事 業

そ の 他 の 公 益 事 業 等

会 議 費

受 託 調 査 等 事 業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

受 託 調 査 等 事 業

広 報 事 業

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

令 和 元 年 度

  正　味　財　産　増　減　計　算　書　　
平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

科         目 当　年　度 前　年　度 増　減



（単位：円）

・ 2,125,611 2,076,757 48,854
・ 47,044,354 47,155,067 △ 110,713
・ 957,312 799,462 157,850
・ 56,160 56,847 △ 687
・ 1,358,714 665,746 692,968
・ 166,250 147,300 18,950
・ 1,012,172 522,202 489,970
・ 6,762,750 6,740,500 22,250
・ 1,000,000 2,000,000 △ 1,000,000
・ 13,407 13,622 △ 215
・ 1,550,321 1,809,406 △ 259,085
・ 6,268,272 6,941,368 △ 673,096
・ 156,460,139 201,218,022 △ 44,757,883
・ 2,424,600 355,400 2,069,200
・ 61,675 40,238 21,437
・ 1 2 △ 1
・ 1,936,703 3,441,228 △ 1,504,525
・ 3,007,460 3,517,417 △ 509,957
・ 3,709,436 5,322,200 △ 1,612,764

経常費用計 1,700,571,796 1,756,957,326 △ 56,385,530
当期経常増減額 309,679,334 214,763,451 94,915,883

２ 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 309,679,334 214,763,451 94,915,883

一般正味財産期首残高 2,967,012,537 2,752,249,086 214,763,451
一般正味財産期末残高 3,276,691,871 2,967,012,537 309,679,334

当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

3,276,691,871 2,967,012,537 309,679,334

Ⅱ 指定正味財産増減の部

Ⅲ 正味財産期末残高

貸 倒 引 当 金 繰 入

貸 倒 損 失

雑 費

什 器 備 品 除 却 額

租 税 公 課

支 払 報 酬

寄 付 金

建 物 減 価 償 却 費

建物付属設備減価償却費

什 器 備 品 減 価 償 却 費

ソフトウェア減価償却費

その他無形固定資産減価償却費

保 証 金 減 少 額

修 繕 費

光 熱 水 料 費

賃 借 料

Ｏ Ａ 機 器 リ ー ス 料

火 災 保 険 料

諸 謝 金

当　年　度 前　年　度 増　減科         目



（単位：円）

１ 経常増減の部

(1) 経常収益

① 基　本　財　産　運　用　益 2,191,203 939,087 3,130,290
② 特　定　資　産　運　用　益 278,620 0 278,620
③ 事　　　業　　　収　　　益 1,805,901,496 200,655,721 2,006,557,217

802,030,387 89,114,487 891,144,874

921,390,040 102,376,671 1,023,766,711

5,699,192 633,244 6,332,436

427,882 47,542 475,424

75,649,483 8,405,498 84,054,981

704,512 78,279 782,791
④ 雑　　　　　収　　　　　益 256,503 28,500 285,003

経常収益計 1,808,627,822 201,623,308 0 2,010,251,130

(2) 経常費用

① 事　　　　　業　　　　　費 1,052,768,616 1,052,768,616

332,634,286 332,634,286

587,095,744 587,095,744

6,389,992 6,389,992

386,685 386,685

84,054,981 84,054,981

2,259,938 2,259,938

468,329 468,329

5,262,756 5,262,756

34,215,905 34,215,905

② 配賦事業費 又は 管理費 576,785,989 71,017,191 647,803,180

350,369,707 51,051,750 401,421,457
・ 282,002,223 41,739,776 323,741,999
・ 48,954,059 7,250,371 56,204,430
・ 19,413,425 2,061,603 21,475,028

226,416,282 19,965,441 246,381,723
・ 0 63,780 63,780
・ 0 778,490 778,490
・ 0 753,808 753,808
・ 2,035,552 216,164 2,251,716
・ 0 206,000 206,000
・ 331,496 35,203 366,699
・ 5,465,487 580,406 6,045,893

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

新 聞 図 書 費

消 耗 品 費

人 件 費

自 主 調 査 事 業

国 際 協 力 事 業

広 報 事 業

そ の 他 の 公 益 事 業 等

資 料 作 成 費

報 酬 ・ 給 与 ・ 賞 与

福 利 厚 生 費

退 職 給 付 費 用

需 用 費

渉 外 費

会 議 費

受 託 調 査 等 事 業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

受 託 調 査 等 事 業

広 報 事 業

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

令 和 元 年 度

  正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表　
平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

科         目 法人会計 内部取引控除 合　計
公益目的
事業会計



（単位：円）

・ 1,921,552 204,059 2,125,611
・ 42,528,096 4,516,258 47,044,354
・ 865,410 91,902 957,312
・ 0 56,160 56,160
・ 0 1,358,714 1,358,714
・ 150,290 15,960 166,250
・ 0 1,012,172 1,012,172
・ 0 6,762,750 6,762,750
・ 0 1,000,000 1,000,000
・ 12,120 1,287 13,407
・ 1,401,491 148,830 1,550,321
・ 6,031,712 236,560 6,268,272
・ 156,386,877 73,262 156,460,139
・ 2,302,485 122,115 2,424,600
・ 55,754 5,921 61,675
・ 1 0 1
・ 1,936,703 0 1,936,703
・ 3,007,460 0 3,007,460
・ 1,983,796 1,725,640 3,709,436

経常費用計 1,629,554,605 71,017,191 0 1,700,571,796
当期経常増減額 179,073,217 130,606,117 0 309,679,334

２ 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0
当期一般正味財産増減額 179,073,217 130,606,117 0 309,679,334

一般正味財産期首残高 2,967,012,537
一般正味財産期末残高 3,276,691,871

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0
指定正味財産期首残高 0
指定正味財産期末残高 0

3,276,691,871

公益目的
事業会計

Ⅱ 指定正味財産増減の部

Ⅲ 正味財産期末残高

貸 倒 引 当 金 繰 入

貸 倒 損 失

雑 費

建物付属設備減価償却費

什 器 備 品 減 価 償 却 費

ソフトウェア減価償却費

その他無形固定資産減価償却費

保 証 金 減 少 額

什 器 備 品 除 却 額

租 税 公 課

支 払 報 酬

寄 付 金

建 物 減 価 償 却 費

光 熱 水 料 費

賃 借 料

Ｏ Ａ 機 器 リ ー ス 料

火 災 保 険 料

諸 謝 金

修 繕 費

法人会計 内部取引控除 合　計科         目



１． 重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）によっている。

固定資産の減価償却の方法

* 建物、建物付属設備及び什器備品………定率法による減価償却を実施している。

   　                               なお、平成10年4月1日以後取得の建物及び平成28年4月1日

    　                              以後取得の建物付属設備は定額法による減価償却を実施し

    　                              ている。

* ソフトウェア・その他無形固定資産……５年間の均等償却を実施している。

引当金の計上基準

* 貸倒引当金……………特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

　　　　　　　　　　している。

* 賞与引当金……………職員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額

　　　　　　　　　　を計上している。

* 退職給付引当金………役員及び職員の退職金支出に備えるため、期末における要支給額を計上して

                    いる。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

特定資産

　退職給付引当資産

　減価償却引当資産

　電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ機器更新積立資産

　基幹システム構築積立資産

　事務所基盤整備事業積立基金

　財政調整積立資産

　　定期預金 467,002,470 37,895,188 37,895,188 467,002,470

467,002,470 37,895,188 37,895,188 467,002,470　　　小　　計

　　定期預金 153,377,536 19,500,042 5,389,390 167,488,188

153,377,536 19,500,042 5,389,390 167,488,188　　　小　　計

1,326,226 244,280 1,570,506

600,000,000 244,280 244,280 600,000,000

0

基　本　財　産　計

　有価証券利息

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

（１）

（２）

（３）

（４）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　定期預金 1,065,734 0 244,280 821,454

　投資有価証券 597,608,040 0 0 597,608,040

　　定期預金 390,587,765

232,552,338

特　定　資　産　計 1,798,922,006 582,415,568 495,836,916

471,010,000

2,398,922,006 582,659,848 496,081,196 2,485,500,658

　　　小　　計

1,885,500,658

703,542,000 20,338

330,000,000

　　定期預金 0

　　　小　　計 375,000,000 175,000,000 220,000,000 330,000,000

350,000,000

　　定期預金 375,000,000 175,000,000 220,000,000

350,000,000 0

100,000,000

158,035,427

312,900,000

100,000,000 0 0　　　小　　計

　　　合　　計

0 350,000,000 0 350,000,000

　　定期預金

74,573

232,552,338

　　投資有価証券 312,900,000

　　有価証券利息 54,235 20,338

100,000,000 0 0 100,000,000

　　　小　　計



３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

－ 　（ 821,454）　 －

－ 　（ 597,608,040）　 －

－ 　（ 1,570,506）　 －

－ 　（ 600,000,000）　 －

特定資産

　退職給付引当資産

－ － 　（ 167,488,188 ）

－ － 　（ 167,488,188 ）

　減価償却引当資産

－ 　（ 467,002,470）　 －

－ 　（ 467,002,470）　 －

　電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ機器更新積立資産 　　

－ 　（ 330,000,000）　 －

－ 　（ 330,000,000）　 －

　基幹システム構築積立資産 　　

－ 　（ 350,000,000）　 －

－ 　（ 350,000,000）　 －

　事務所基盤整備事業積立基金

－ 　（ 100,000,000）　 －

－ 　（ 100,000,000）　 －

　財政調整積立資産

－ 　（ 158,035,427）　 －

－ 　（ 312,900,000）　 －

－ 　（ 74,573）　 －

－ 　（ 471,010,000）　 －

－ 　（ 1,718,012,470）（ 167,488,188 ）

－ 　（ 2,318,012,470）（ 167,488,188 ）

４． 固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

建　　　　　物

建物付属設備

什　器　備　品

土　　　　　地

ソフトウエア

ソフトウエア仮勘定

その他無形固定資産 9,978,133

合     計 683,553,648 316,586,925 364,883,114

0

2,083,609

13,063,550 3,085,417

118,071,676

220,000,000 0 220,000,000

24,132,317 15,496,767 8,635,550

1,100,000 0 429,562

0

670,438

0268,284,922

33,101,183 26,169,217 6,931,966

合　　計 2,485,500,658

科     目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高減損損失累計額

1,413,171

0

836,227

　　　小　　計

5,800,000 3,550,602

　　投資有価証券 312,900,000

特　定　資　産　計 1,885,500,658

471,010,000

　　　小　　計 330,000,000

467,002,470

（うち一般正味財
産からの充当額）

基　本　財　産　計

350,000,000

　　定期預金 100,000,000

　　　小　　計

　　定期預金 167,488,188

167,488,188

100,000,000

　　定期預金 158,035,427

　　　小　　計

350,000,000　　定期預金

　　　小　　計

　　定期預金 467,002,470

　　　小　　計

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

科　　目

386,356,598

（うち負債に対応
する額）

600,000,000

　定期預金 821,454

　投資有価証券 597,608,040

　有価証券利息 1,570,506

　　有価証券利息 74,573

　　定期預金 330,000,000



５． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

（単位：円）

※1：第113回 鉄道建設･運輸施設整備支援機構（ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ）

※2：第44回 国際協力機構（ｿｰｼｬﾙﾎﾞﾝﾄﾞ)

※3：第2回 東京都（ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ）

※4：第11回 りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

６． 資産除去債務関係

賃貸借契約に基づき使用する事務所について、退去時における原状回復に係る債務を有しているが、

当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されてないこと

から、資産除去債務を合理的に見積もることができない。そのため、当該債務に見合う資産除去

債務を計上していない。

７． 関連当事者との取引の内容

該当事項はない。

８． 重要な後発事象

該当事項はない。

　　社債(10年)※2

6,132,696

　　第328回 国債(10年) 99,389,842 102,200,000

合　計 912,153,119 929,041,400 16,888,281

　財政調整積立資産

　　社債(5年)※4 199,974,573 199,620,000 △ 354,573

13,000,000 13,063,700 63,700

2,810,158

　　地方債(5年)※3 100,000,000 100,050,000

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価

　　社債(10年)※2 87,000,000 87,426,300

218,921,400

　基本財産

50,000

426,300

　　政府関係機関債(20年)※1 200,000,000 207,760,000 7,760,000

　　第339回 国債(10年) 212,788,704

評価損益



１． 基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載しているため、省略している。

２． 引当金の明細

（単位：円）

目的使用

貸倒引当金 3,661,815 2,413,803 3,184,715 477,100 2,413,803

賞与引当金 20,994,913 23,047,199 20,994,913 0 23,047,199

退職給付引当金 153,377,536 19,500,042 5,389,390 0 167,488,188

（注）貸倒引当金の当期減少額その他は、未収金の回収等によるものである。

附　属　明　細　書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
その他



（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　額
（流動資産）

現金 手許保管 運転資金として 496,253
預金 普通預金

 　三井住友銀行東京公務部 運転資金として 309,904,093
 　みずほ銀行横山町支店 運転資金として 86,120,262
 　三菱UFJ銀行大伝馬町支店 運転資金として 2,715,699
郵便貯金 運転資金として 1,337,341
郵便振替
 　新規講習会受講料入金用口座 運転資金として 3,085,397
 　更新講習会受講料入金用口座 運転資金として 5,076,057
 　特管責任者講習会受講料入金用口座 運転資金として 629,925
 　講習会再試験受験料入金用口座 運転資金として 975,893

未収金 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料未収額 令和元年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料 285,262,356
講習会受講料未収額 ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｺﾝﾋﾞﾆ払い受講料 334,500
環境省 令和元年度受託調査等事業費 92,460,479
出版社 令和元年度書籍印税･販売手数料 132,955
その他管理･事業未収額 令和元年度その他未収入金 42,680

未収利息 SMBC日興証券･大和証券国債利息 650,647
みずほ証券政府関係機関債利息

大和ﾈｸｽﾄ銀行定期預金利息
事務所基盤整備事業積立基金等定期預金
受取利息

1,520

SMBC日興証券･みずほ証券社債利息
財政調整積立資産の運用益を各事業の財
源として使用している 26,318

前払金 委託業者等 令和2～5年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業を実施する
ためのﾚﾝﾀﾙﾗｲｾﾝｽ更新料､ｿﾌﾄ保守料等

194,529

講習会会場等 令和2年度講習会等事業を実施するための
会場費等

4,504,240

令和2年度広報事業等を実施するための印
刷､OA機器ﾘｰｽ料等

919,918

事務所管理会社等 令和2年4月分事務所借料､敷金等 7,187,579
損害保険会社 令和2～4年度事務所火災保険料等 216,240

流動資産合計 802,274,881

（固定資産）
　基本財産 預金 三井住友銀行東京公務部定期預金 821,454

投資有価証券 SMBC日興証券 第339国債 10年満期 212,591,040
大和証券 第328回国債 10年満期 98,017,000
みずほ証券 第113回鉄道･運輸機構ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞ
ﾝﾄﾞ20年満期

200,000,000

SMBC日興証券 第44回国際協力機構ｿｰｼｬﾙﾎﾞ
ﾝﾄﾞ10年満期

87,000,000

基本財産有価証券利息 1,570,506

　特定資産 退職給付引当資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 役職員に対する退職金の支払に備えたも
の

167,488,188

減価償却引当資産 みずほ銀行横山町支店定期預金 什器備品･ｿﾌﾄｳｪｱ等の購入に備えたもの 138,620,777
三井住友銀行東京公務部定期預金 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ事業等に使用 328,381,693

電子マニフェストシステム
機器更新積立資産

三井住友銀行東京公務部定期預金 資産取得資金として、電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑの
機器更新に使用

330,000,000

基幹システム構築積立資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 資産取得資金として、ｾﾝﾀｰ基幹ｼｽﾃﾑの構
築に使用

150,000,000

大和ネクスト銀行定期預金 200,000,000
事務所基盤整備事業積
立基金

大和ネクスト銀行定期預金 事務所の基盤を拡充･整備すること目的と
して積み立てたもの

100,000,000

財政調整積立資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 158,035,427

SMBC日興証券 第44回国際協力機構ｿｰｼｬﾙﾎﾞ
ﾝﾄﾞ10年満期

13,000,000

SMBC日興証券 第11回りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ社
債 5年満期

199,900,000

みずほ証券 第2回東京都ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ5年満
期

100,000,000

財政調整積立資産有価証券利息 74,573

財　　産　　目　　録
令和２年３月３１日現在

貸借対照表科目

公益目的保有財産70％、管理運用財産
30％であり、運用益を各事業の財源とし
て使用

ｾﾝﾀｰの財政基盤強化のため積み立てたも
の

基本財産有価証券受取利息



（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　額

建物 静岡県伊東市竹の内1-171 番2外 役職員の福利厚生を目的とした施設で、
公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

836,227

建物付属設備 事務所付属設備 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

6,931,966

什器備品 事務所内什器備品 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

4,276,260

公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
に使用

2,142,135

公益目的保有財産として講習会等事業に
使用

2,217,155

土地 静岡県伊東市竹の内1-171 番2外 役職員の福利厚生を目的とした施設で、
公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

429,562

ソフトウェア 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ等 公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
に使用

101,464,592

講習会ｼｽﾃﾑ等 公益目的保有財産として講習会等事業に
使用

15,144,399

事務所関連ｼｽﾃﾑ等 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

1,462,685

ソフトウェア仮勘定 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ等
公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
に使用 220,000,000

その他無形固定資産 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成費用 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

4,843,933

公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
に使用

5,134,200

保証金 東急ﾊｰｳﾞｪｽﾄ 福利厚生施設登録料で、公益目的保有財
産90.4％、管理運用財産9.6％として使用 909,901

敷金 麹町ｽｸｴｱ 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

40,117,464

長期未収金 JWNET使用料等未回収分 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ使用料等の未回収分 4,828,300
貸倒引当金 長期未収金対応分 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ使用料等の未回収に備えたも

の
△ 2,413,803

固定資産合計 2,893,825,634
　　資産合計 3,696,100,515
（流動負債）

未払金 取引業者に対する支払額 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ事業
　 運用支援業務費 24,991,583
　 通信運搬費､派遣者費用等 8,563,809
ソフトウェア･什器備品等購入費 20,967,980
講習会事業
　印刷費､電算処理委託費､講習会委託費等 78,570,681
受託調査･その他事業
　印刷製本費､委託費等 82,500
ソフトウェア･什器備品等購入費 902,440

その他（人件費･管理費）
 交通費･通信運搬費･資料作成費等 16,745,468

前受金 令和元年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業収入 令和2年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業収入に充当 194,124
令和元年度分講習会受講料等 令和2年度講習会受講料等収入に充当 53,020,800

預り金 職員･講師等 給与･講師謝金等源泉税、住民税 3,285,872
未払消費税等 令和元年度未払消費税等 21,548,000
賞与引当金 職員 職員に対する賞与の支払に備えたもの 23,047,199

流動負債合計 251,920,456
（固定負債）

退職給付引当金 役職員 役職員に対する退職金の支払に備えたも
の

167,488,188

固定負債合計 167,488,188
　　負債合計 419,408,644
　　正味財産 3,276,691,871

　その他
　固定資産

貸借対照表科目
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